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中国レポート  No.59 ２０１７年３月３０日  

 

３月５日から１５日まで、北京において全国人民代表大会（全人代）が開かれた。全人

代は日本の国会のようなもので、毎年３月に開かれ、向こう１年間の政治、経済、外交、

国防などの方針、予算が決められる。重要会議だが、今年の全人代は例年にも増して国内

はもとより世界的に注目された。理由は以下の３つである。 

（１） 中国経済が減速を続ける中、昨年から始まった第１３次５か年計画の初年度の結果

が出、それをもとに今年の経済政策をどう策定するのか。 

（２） 米国のトランプ政権が発足し、保護貿易の傾向が顕著となり、米国の対中貿易赤字

の是正圧力が強まる中で、中国はどう対応するのか。 

（３） 今年秋に開催が予定される中国共産党１９回大会（習近平第２期体制の発足）を睨

んだ新たな政策が出るのか。 

 全人代開催に先立ち、２０１６年度の経済統計が発表されたので、主要なものを挙げて

みる。 

ＧＤＰと対前年比伸び率 ７４４１２７億元  ＋６．７％ 

ＧＮＩと対前年比伸び率 ７４２３５２億元  ＋６．９％ 

１－３次産業比率    １次８．６％ ２次３９．８％ ３次５１．６％ 

対前年比消費者物価指数 ＋２．０％ 

公共予算（一般会計予算）１５兆９５５２億元 対前年比＋４．５％ 

外貨準備        ３兆０１０５億ドル 対前年比－６．２％ 

工業生産額と対前年比伸び率  ２４兆７８６０億元 ＋６．０％ 

固定資産投資と対前年比伸び率 ６０兆６４６６億元 ＋８．６％（実質） 

食糧生産高と対前年比伸び率  ６億１６２４万トン －０．８％ 

輸出入総額と対前年比伸び率  ２４兆３３８６億元 －０．９％ 

 輸出            １３兆８４５５億元 －１．９％ 

 輸入            １０兆４９３２億元 ＋０．６％ 

対各国・地域輸出総額 

 米国    ２兆５４１５億元 ±０．０％ 

 ＥＵ    ２兆２３６９億元 ＋１．３％ 

 香港    １兆９００９億元 －７．６％ 

 ＡＳＥＡＮ １兆６８９４億元 －１．９％ 

 日本      ８５２９億元 ＋１．３％ 

国民１人当たり可処分所得 ２万３８２１元（対前年比＋６．３％） 

 さて昨年、第１３次５か年計画は成長率減速の中でスタートしたが、初年度結果の数字

を見て中国首脳部はホッとしているようだ。計画の数値をほぼクリアできたからである。

但し貿易を除いてである。中国にとって貿易は重要な意味を持つ。特に輸出はこれまで高

度成長をけん引してきた。ここ数年貿易が低調だったが、昨年も低調さを脱することがで

きず、対前年比マイナスとなった。中国は目下これまでの「外需型成長」から「内需型成

長」への転換を図るべく経済構造改革の最中だが、輸出が重要なことには変わりがない。

２０１６年の貿易は上記表の通りだが、低迷の主な理由は世界経済の低迷と中国における
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【筆者プロフィール】 

西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏  

１９４４年生まれ 
● 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園

寺公望氏を曾祖父に持つ。 

● 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・日

中文化交流協会常任理事）の長男。 

● 北京大学経済学部卒業 

● 朝日新聞社に在籍中は，日中関係の調査研究室長な

どを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあたる。 

● 現在工学院大学客員教授，北京大学客員教授，伝媒

大学客員教授，北京城市大学客員教授 

人件費の急上昇などによる競争力の低下である。この面で中国は依然として「中進国のワ

ナ」から完全に脱したとは言えない状況にある。 

 中国経済は、かつてのような二桁高

度成長はもう望めないが、減速しなが

らも安定成長を維持している要因は豊

富な外貨準備、物価の安定と消費の堅

調さ、雇用の安定である。李克強首相

は全人代の「政府活動報告」の中で、

「年間の経済・社会の主要な目標は滞

りなく達成され、第１３次５ヵ年計画

（２０１６年―２０２０年）は好スタ

ートを切った。経済は鈍化から安定へ、

安定から好転へ向かった」と胸をなでおろした。 

 一方で李克強首相は決して楽観視していない。「政府活動報告」には次のようなくだりも

ある。「われわれが直面したのは、世界経済・貿易の伸びがこの７年で最低となり、国際金

融市場の変動が激化し、地域と世界的な挑戦（試練）が突発・多発する外部環境であり、

直面したのは国内の構造的問題が際立ち、リスクの禍根が顕在化し、経済の下振れ圧力が

増すという幾重もの困難であり、直面したのは改革が堅塁攻略期に入り、利害関係の調整

が深まり、社会の安定に影響する要因が増えるという複雑な局面である」。 

 李克強首相は今年の主要発展目標の中で、幾つかの具体的数字を挙げた。 

ＧＤＰ成長率：対前年比＋６．５％前後 

ＧＰＩ上昇率：３％前後 

都市の新規就業者数（雇用）：１１００万人以上 

都市の失業率：４．５％以内に抑える 

個人所得：経済成長率とほぼ同じペースで増加 

広義通貨供給量（Ｍ２）残高と社会融資規模の伸び率：１２％前後 

 苦労しながら何とか安定成長を維持しているのが現状だが、不安定要因が多々あるのも

また事実である。そこに保護主義を掲げ、貿易不均衡の是正を叫ぶトランプ米大統領の登

場である。中国経済の不安定要因が増したわけだ。事実、米国の貿易赤字のうち、半分近

くは対中貿易によるものである。 

 ただ中国にも言い分がある。１つは、中国や発展途上国の安い製品の対米輸出は米国民

を潤しているということである。米国が発展途上国からの安い製品を入れず、全て国産に

したなら、米国民は猛烈に高い製品を買わされることになる。その一方で、人件費が高く、

科学技術の発達した先進国は、高付加価値の、先端技術を使った高度な製品を発展途上国

に出すことで貿易の均衡を図ることになる。これが先進国と発展途上国の分業だ。中国の

もう１つの言い分は、米国の対中貿易不均衡は米国の責任でもあると言う。米国は中国の

対米輸入が少ないと言うが、米国は先端技術を使った製品の対中国輸出を禁じている。そ

の結果、中国は米国から買うものがあまり無いのだ。これを解禁すれば、米中貿易はすぐ

にも均衡を実現できると中国は主張する。中国のある経済学者は「米国はわれわれの必要

なものを売らないで、中国は米国のものを買わないと言う。自己矛盾ではないか」。 

 今回の全人代は、当然代表たちが米国の保護主義を意識し、危機感を持っていたわけだ

が、米国を非難または刺激するような議論は一切なかった。極力米国を刺激せず、何とか

協調の道を探りたいというのが中国の本音である。北京市民の間にも、反トランプ感情は

あまりない。全人代会期中、中国の王毅外相は記者会見を開いたが、その中で王外相は対

米関係について次のように述べた。「双方の緊密な意思疎通と共同の努力を経て、中米関係
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は前向きの方向へ穏やかに移行し発展しつつある。・・・両国元首の共通認識に従い、衝突

せず対決しない、相互尊重、協力、ウインウインの原則を守る限り、中米両国は完全に大

変良い協力パートナーになることができる」。非常に抑制的な、希望的発言である。全ては

４月に予定されているトランプ・習近平会談の結果で、中国は今後どのような対米政策を

採るのかを決めるのであろう。 

 なお、李克強首相の「政府活動報告」の中で、「習近平同志を中核とする党中央」という

枕詞が目立った。多くの北京市民は反腐敗の手を緩めない習近平に好感を持ち、その習近

平がほぼ党内を掌握したと認識している。秋の党大会は習近平主導で開かれるのは間違い

ない。（止） 

 

             玉淵潭公園 

  

北京の春が来た。この一週間、気温が上がり、木の芽が萌え、花が咲き始めた。桜とい

うと、やはり日本が一番ですが、北京で、桜の花を観賞し

たいなら、どこに行けばいいか知っていますか？今日はこ

こで、北京の桜の公園―玉淵潭公園を皆さんにご紹介しま

す。 

玉淵潭公園は北京市海淀区にあり、4A 級観光区。公園

の東門は国賓館釣魚台に隣接し、西には旧中央電視台塔が

見えます。南北の長さは 1106ｍ、東西の広さは 1820ｍで、

その内、水域面積は約半分を占めます。桜花園は公園の西

の方に位置しています。1973 年、当時の田中角栄首相が

1000 株の桜をもって中国を訪問しまし

た。その中の 180 株が玉淵潭公園に植え。

られました。これも中日友好の象徴です。 

毎年、玉淵潭公園では北京桜花節が開

催されます。今年は 3 月 19 日から 5 月

5 日まで、今が見ごろです。チケットは

大人 10 元、老人・子供 5 元。 

丁度、今週は土曜日出勤、日、月、火

の三連休が来ます（晴明節のため、今年

は 4 月 2 日（日）から 5 日（火）が休日、3 日（土）が振替出勤日）。休みの日を利用して、

玉淵潭公園で花見を楽しみたいと思います。（霍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北京スタッフ便り 

■■お知らせ■■ 

 「ビジネス支援サービス」をご活用ください。 

 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。  

お気軽にお問い合せください。詳しくはこちらから 

 http://city.niigata.org.cn/business_support_service.htm 


